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〈序〉

信 男

サーピ、ス部門の肥大化は現代資本主義の特徴の一つで、あるが，その意義を解

明するためにはまず最初に，社会的総資本の再生産におけるサービス部門の位

置づけの問題にとりくまねばならない。マルクスは，サービスを創造する労働

が当時基本的には未だ資本関係の外部にあったために，サーピス分野を分析の

対象外としたのであるが，現代資本主義においてはサーピス分野は決定的な程

度において資本関係に包摂されており，また国民経済のなかで大きな比重を占

めているのであるから，我々はそれを考慮外に置くことはできない。

サービス部門の拡大は，社会的分業の体系が生産分野をほとんど完全に包摂

し，消費過程へもますます根をおろしてゆくという，新しい生産発展段階の反

映である。レーニンは「ロシアにおける資本主義の発展」の冒頭部分で次のよ
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うに指摘している。 「商品経済の発展は，個々の自立した産業部門の数を増加

させるようになる。この発展の傾向は，各個々の生産物の生産ばかりでなく，

生産物の各個々の部分の生産さえをも，一一ーまた，生産物の生産ばかりでな

く，生産物の消費を準備する個々の業務さえをも，独自の産業部門に転化させ

る，ということにある」 （「発展」・国民文庫①・21ページ）。

最近ソ連の経済学界では，現代資本主義のもとでの生産の極度に高度化する

社会化・これをいっそう促進する科学＝技術革命の進展という新しい条件にも

とづいて，生産的労働の概念を従来より広く解釈しようとする考え方がででき

つつある（1)0 このレポートでは，最近の生産的労働・サービス論争のなかで

現われた注目すべき著書であるベ・ア・メドゥベーデフの「社会的再生産とサ

ービス分野」 （モスクワ・ 1968年）ω をかんたんに紹介・検討することをとおし

て，社会的再生産に占めるサーピス部門の位置の問題に接近してみたい。

周知のとおり，マルクスはサービス労働としづ概念を三つの意味で、用いてい

る。第一の意味は，資本主義的形態規定の視点からとらえられた不生産的労働

すなわち「所得と交換される労働」のことである。第二の意味は，物質的財貨

の生産過程と流通過程に対立する消費過程で機能する労働のことである。第三

の意味は，物質的財貨に対象化しない労働一般（本源的な不生産的労働）のこ

とであり，第二の意味での「サービス労働」のほかに純粋な流通過程で機能す

る労働をも含むω。本稿では「サービス労働」の概念を第二の意味すなわち

「消費過程で機能する労働」の意味に限定する。

注（1) 土屋和男「サービス部門と生産的労働の概念ー最近のソビエト経済学会を中心

とする論争について－J・「経済学雑誌」 61巻5号・をみよ。なおこの論争の正統

派的見地からする整理として次のものがある。

o B. E. Ko3aK.口POH3BO江HTeJibHbl員 HHe江POH3BO)lHTeJibH副首 rpy,LL. K. 1971 

o M. B. CoJio)lKOB. Teop:aqecK0:e rrpo6JieMbI ycJiyr H HerrpoH3BO.LLCTBeHHO蕗

c中epblnp沼 cou0:aJIH3Me.M.1972 

(2) B. A. Me)lBe)leB. 06ruecraeHHOe BOCITPOH3BO)lCTBO H C中epaycJiyr. M. 

1968 
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メドウベーデフは，サービス労働も価値を形成するとみなす修正的見解の最も

首尾一貫した主張者であると評価されている。

CM. r.φ. faJibIJ.eBa. I( Bonpocy O CTOHMOCTH B C中epeycJiyr. 《BecTHHK

Jiemrnrpa,n;cKoro yttHBepcnTera》1972-5, CTP. 39 

(3) 金子ノリレオ「生産的労働と国民所得」 110-111ページ。

※ 本稿において「資本論J 「剰余価値学説史」からの引用はマノレ・エン全集

（大月書店） 23-26巻による。

（ー） 生産的労働とサービス部門

周知のとおりマルクスの生産的労働の規定には二つの観点がある。第一の規

定は労働過程一般としづ超歴史的観点からみた「本源的規定」であり，この規

定によれば，自然を対象として働きかけ人間と自然のあいだの物質代謝を行う

労働が生産的労働である。第二の規定は価値増殖過程の観点からみた「歴史的

規定」であり，剰余価値を生産し直接に資本の価値増殖に役立つ労働が生産的

である，とするものである。この二つの規定がし、かなる関係にあるかという問

題については，マルクス主義の立場からする国民所得理論の構築の課題と結び

つけて多彩な論争が展開されてきた(1) のであるが，「国民所得を生産する生産

的労働」の内容については，主として「本源的規定」に依拠してそれを物質的

財貨を生産する労働ととらえる立場が一方にあり，他方では「歴史的規定」に

依拠してそれを利潤を生む賃労働ととらえる立場がある（2)0 前者の立場すなわ

ち「物的生産物」概念による国民所得論が正統派的見解とされてきたのである

が，最近ソ連邦で「世界経済と国際関係《M3H MO~.J 誌を中心として展開さ

れている一連の論争は，「生産的労働」「国民所得」 「サービス」等の概念の再

検討が進められていることを示しているω。メドゥベーデフの見解はこのなか

で，サービス業を商業と区別して生産的とみなす点において，きわだってい

る。

彼は，サービスは人間の一定の欲望を充足させるがゆえに使用価値として現
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われるのであり，したがってサービス労働は価値の形態転換のみにたず、さわる

商業労働から区別されねばならないとし，さらに生産的労働の本源的規定を使

用価値一般を生産する労働としてとらえている。したがって，サービス労働は

本源的規定からしても物的労働と同列に生産的労働に含められる。このさい彼

は， 「使用価値一般の生産」という規定と「物質的財貨の生産」という規定と

を一致させるために「全体労働者」概念の不当な拡大解釈を行なっている。す

なわち，労働過程の協業的性格の増進とともに生産物は労働対象の取扱いに直

接または間接にたず、さわる諸成員が一つに結合された労働要員の共同生産物に

転必するのであるから， 「生産的に労働するためには，もはやみずから手を下

す必要はなく，全体労働者の器官であるというだけで，つまりその部分機能の

ど、れか一つを果たすだけで， 十分である。」「資論」第一巻・ 659ページ） という

命題を社会的総労働に対して適用している。例えば彼は，教育労働は人間と自

然の聞の物質代謝の直接的過程ではないが，それは科学機関・設計機関の働き

手の労働と同じく，生産物生産の全過程のわかちがたい要素・総合的労働の有

機的要素であり，生産的とみなすべきである，と言っているω口しかし，この

命題の適用は物質的財貨の生産過程に直接に条件づけられた機能に限定されね

ばならないのである。マルクスは強調している。 「この区別（物質的生産とそ

の他の活動との区別一一引用者）は固守されねばならない。そして，すべての

他の種類の活動は物質的生産に反作用するしまたその逆でもあるという事情

は，この区別の必要を絶対に少しも変えないのである」 （「学説史」 E・560ペ

ージ）。

さらにメドゥベーデフは，使用価値としてのサービスが商品関係のもとで生

産され生産者がそれを商品と交換に与えるならば，それ自体が使用価値と価値

の統一たる商品として現われ，したがってサービス労働は直接に剰余価値を生

産するのであって，それは歴史的規定からも生産的でさる，ととらえる D こう

して，サービス労働は本源的規定からも歴史的規定からも生産的であることに

なり，サービス労働は物的労働と同列に社会的総生産に参加し国民所得を生産
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することになるc 他方で彼は，サービス労働と商業労働とを明確に区別し，後者

を使用価値も価値も生産しない不生産的労働と規定しており，生産的労働の概

念を商業・金融業部門へまで拡大するイエ・グローモフとヤ・ベプズネルの見

解（5）を厳しく否定している（6）。ベプズネルは最近の著書「日本における社会的

生産物の再生産」（モスクワ・ 1970年）の序文のなかで，「労働」という言葉は物

質的あるいは精神的財貨の創造に役立つような人間の活動形態すなわち生産的

な活動にのみ適用できるのであって，不生産的労働とし、う概念自体が存在の権

利をもたない，とまで、言っている（7)。かかる見解においては，社会的に有用か

っ必要である労働と生産的労働の概念が混同され，生産的労働と不生産的労働

との区別がもっ科学的意、義自体が見失われてしまう。

注（1) 論争の発端は，スターリンが「経済学教科書」に国民所得にかんする章を無条

件にいれるべきだ，と教示した乙とである。スターリン「ソ同盟における社会

主義の経済的諸問題」・国民文庫・54ページ。

(2) わが国における生産的労働論論争の紹介としては，

0 金子ノリレオ「生産的労働と国民所得」補章・第3章

。橋本勲「商業資本と流通問題」第6章
0 阿部照男「生産的労働論と国民所得論」・「商学論纂」 9巻4号

(3) 乙の論争はまだ進行中であり， 71年12月にはエストニヤ共和国の首都タリンで

「社会的生産物の再生産におけるサービス分野の役割」というテーマのもとに

400名の研究者が参加した全ソ連邦会議が聞かれている。ア・ノレミャンチェフは，

乙の会議はソ連邦において社会的再生産におけるサービス部門の役割を討議する

ために開かれた最初の全連邦シンポジュウムであった，と強調している。 CM. 

<{M3 H M0:}>1972-5, CTp.125 

(4) メドウベーデフ「サービス部面における労働の性格の問題によせて」・「世界

経済と国際関係」 1969年10丹号・邦訳第9集・225-227ページ。

(5) クゃローモフ「サービス分野の経済的役割」・「世界経済と国際関係」 1968年11月

号・邦訳第5集・264ページ。

ペプズネノレ「サービスの二重計算は存在しない」・向上1969年3月号・邦訳第

6集・256ページ。

商業労働の価値生産性を主張する彼等の論拠はわが国の堀江忠男・伊藤岩氏の

論拠に類似したものである。

(6) メドウベーデフ・前出論文・22与一230ページ。
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(7) I1M3MO. BocrrpoH3BO江CTBOo6mecTBeHHOf0 npoJJ.yKTa B 兄ロOHHH. M. 

1970, CTp.16 

メドゥベーデフは，資本と交換されてしかも物質的生産に投下される労働の

みが生産的であるとする伝統的な見解を批判して，これはスミスにおける生産

的労働の二重の規定の混在の結果であって，まさにスミスのこの限界づけられ

た見解こそマルクスが批判したものであると強調し， 「物質的生産の概念はま

ずスミスによって提起され，マルクスとマルクス主義者たちによってさらに発

展させられた。」（ベ・クズロフ）とする説を否定しているω。 「資本家の観点

からすればあらゆる労働はそれが資本家に利潤をもたらすならば生産的であ

る。だが社会にとっては，医師・教師・俳優等の労働はそれがたとえ社会的に

有用であっても不生産的である。」 とする立場，すなわち生産的労働の本源的

規定＝社会的観点・歴史的規定＝個別資本の観点とするとらえ方は広く普及し

ており，パリツェフ・野々村一雄・橋本勲氏らもこの立場をとっているゅ。サ

ービス労働がサービス業資本家に利潤をもたらし彼にとって生産的労働と知覚

されることについて，エヌ・ツァゴロフ監修の「経済学教程」では， 「これは

資本主義のもとでの生産的労働の社会的形態の物神化であり，外見上の現象が

本質とみあやまられる。」（10) と強調される。そして多くの意見と同様に，サ

ービス分野に従事する労働は価値・剰余価値を生まないとし，この分野の資本

家がし、かにして利潤を受けとるかを解明するために，商業資本の利潤取得の仕

組み一一一産業資本の剰余価値からの控除一ーが類推される ClDo だがメドウベ

ーデフによれば，サービス労働と商業労働は全く異質のものである。前者は現

実の使用価値と価値を生むが後者は価値の形態転換を媒介するにすぎず使用価

値も価値も生まない。

サービス部門の資本家が利潤を手に入れることを可能にする再分配のメカニ

ズムとして一連の人々は平均利潤率形成のメカニズムをもちこんでいる。たと

えばア・ルミヤンチェフは言う。 「剰余価値の平均利潤への転化の複雑なメカ

ニズムはあらゆる労働が，それが現実の剰余価値を生産するかあるいは全体労
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働者によって創造された剰余価値の一部を資本家に取得させるのかとは無関係

に，利潤をもたらし，生産的労働となるようにする」（12)o この見解に対して

は，彼らの意見によればサービス分野では価値が創造されないのであるから，

そこでは何も平均するものはない，と批判される。また，サービス業資本の利

潤は産業資本の剰余価値からの控除をなすという広く普及している断定につい

ては，この剰余価値がサーピ、ス業資本のために再分配される過程の分析は誰も

試みていない，と指摘される（13)0 

注（8) B. A. Me,n:BeニeB. 06w;ecTBeHHOe BOごrrpOH3BOえCTEOH C生epaycJiyr. CTp. 

13 

(9) A. naJibUeB. Hau;HOHa7IbHbl員瓦OXO,f¥rrp.H Kaヨ日τam13Me. M.1954 

野々村一雄「国民所得と再生産」

橋本勲「商業資本と流通問題」

(10) Kypc noJIHn四ecKOlI9KOHOMHH. rro,n: pe江. H. A. Ua OJIOBa. M.1963 CTp. 

483 

(11) TaM )Ke. CTp. 483 

(12) A. M. PyM5IHIJ.eB. 0 KaTeropH兄XH 3aKOHax IlOJI既-rw1ec1<0員 9KOHOMHH

KOMMYHHCTHqecKO訪中opMau;rrn. M.1965 cTp. 102 

(13) B. MenBe)le:a. TaM )Ke. cTp. 18 

この再分配過程は山田喜志夫氏によって解明されているのであるが，伝統的労

働価値説の再生産論次元での貫徹は，サービス部門をその他の不生産的部門と同

列に置き，一面的に資本蓄積の阻害要因・生産力の浪費としてのみとらえる結果

をもたらしている。

－山田喜志夫「再生産と国民所得の理論」第4章

一般に，サービスは使用価値としての属性を持たないとされてきたので、ある

が，メドウベーデフはサービス労働においては労働の有用効果そのものが使用

価値として現われると主張し，次の引用をあげている。 「このサービスは一般

に，どの商品とも同じように，その労働が提供する特殊な使用価値を表わす表

現にほかならない。といっても，それが労働の特殊な使用価値を表わす独自な

表現であるのは，この労働がサービスを物として提供するのではなく，活動と

して提供するというかぎりにおいてである」 （「学説史」 I・513ページ）。
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若干の経済学者の意見によれば，たとえサービスが使用価値を持つとしても

それが価値を持たないかぎり，それを生みだす労働は生産的で、なし、（14）。 サー

ビス分野の労働は価値の創造者でないとし、う見解を根拠づけるために彼らは，

価値は物質に対象化された労働であって生きた労働そのものは価値ではないと

いうマルクスの周知の命題を引用する。労働が物質に対象化されずサービスの

形で現われるならばそれは価値を生まないとする堅固な確信が広くしみわたっ

ているのであるが，メドウベーデフによればこれはマルクスの労働価値説から

の明らかな逸脱である。第一に，サービスの生産者たちが売るものはその抽象

的一般的表象における労働としての労働ではなく，使用価値として現われる労

働の具体的な有用効果で、ある。第二に，労働生産物は生産者の労働が社会的分

業によって社会的総労働の切り離しがたい一環をなしているかぎりで，価値を

もっ。サービス労働の結果は特殊の使用価値であり，またその労働が社会の全

体労働の必要部分として支出されるかぎり，価値でもある（15)o メドウベーデ

フによれば，サービス分野で費される労働が価値を生むか否かという問題は，

百年以上も前にマルクスがスミスの労働の物質化についての単純な概念を批判

して次のように指摘したとき，すでに解決されているのである（16)o 「労働の

物質化・等々をA・スミスがとらえているようにスコットランド人的にとるべ

きではなし、。われわれが労働の物質化としての商品について語るばあいには，

このこと自体は，商品の想像的な・すなわちたんに社会的な・存在様式にすぎ

ないのであり，これは商品の物体的な現実性とはなんの関係もなし、。商品は，

一定量の社会的労働または貨幣として思いうかべられるのである」 （「学説史」

I・186ページ）o

さらに次の指摘はより明快である。 「消費用物品のうちに入れられるものに

は，どの瞬間にも，財貨の形で存在する消費物品とならんで，サービスとして

消費しうるある量の物品がある。したがって消費しうる物品の総量は，どの瞬

間にも，消費しうるサーピスがない場合のそれよりも大きし、。また第二に，そ

の価値もより大きい。なぜなら，その価値は，これらのサーピスが受けとる諸
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商品の価値に等しく，また，サービスそのものの価値に等しいからである。と

いうのは，この場合は，商品と商品との交換のすべての場合と同じように，等

｛聞物にたいして等価物が与えられるのであり，したがって，同じ価値が二重に，

一度は買い手の側に，一度は売り手の側に，存在するからである」 （「学説史」

1・182ページ）。

若干の経済学者たちは生産的労働と社会的生産物の評価にさいし，下部構造

と上部構造についてのマルクスの学説に依拠している。例えばヤ・クロンロー

ドは， 「生産の唯物論的定義は社会の歴史的過程についてのマルクスの学説・

上部構造と F部構造についての学説と切り離しがたく結びついている。」（17)と

言う。彼は，直接的生産過程における社会関係の総体を下部構造とみなし，精

神的生産・サービス創造を上部構造に含め，それを生産に含めることはブ、ノレジ

ョア的弁護論を認めることだと警告するのだが，サービス分野を上部構造の要

素として描くことは，この分野が資本による労働の搾取の広大な分野であると

いう事実を無視することであり，資本主義諸国の勤労者のますます増大しつつ

ある部分の状態を経済学の分析の外に置くことになる（18)o

注ωサービスは使用価値はもつが価値はもたないとする立場をとるならば，価値形
成と価値移転の過程の統ーにかんする理論・との過程における労働の二重性の理

論を放棄せざるをえなくなる。たとえばパノフ・ファリンは次のように言う。「サ

ーヒ、‘ス提供の最も重一要な特徴的指標は，サービスを創造する労働が二重性をもた

ないというととである。商品が具体的労働と抽象的労働の支出の統ーであり，使

用価値および価値をもっとすれば，サービス提供にさいしては使用価値は形成さ

れるが同時に新，価値が形成されることはないのである」。

H. H. CTaHOB, B.瓦.XapHH. CrnMyJmposatt11e TPYぇapa60THHK0B c¢epbl 

06cJiy)K11Batt11冗. M. 1966 CTp. 13 

(15) B. Me71.se)J.eB. TaM )Ke. cTp. 34-35 

(16) TaM )Ke. CTp. 38 

(17) BonpOCbI COI.J.Ha.7.IHCT別 eCKOごOBOCilpOH3BO江CTBO.M. 1958 CTp. 13 

(18) B. Me)J.Be)J.eB. TaM )Ke. cTp. 32 

エリ・テイコツキーもこの問題についてメドウベーデフと同じ見解を示してい

る。エンゲ、ノレスは「反デューリング論」の第二篇「経済学」の冒頭で， 「経済学
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は最も広い意味では，人間社会における物質的な生活資料の生産と交換とを支配

する諸法則についての科学である。」（全集20巻・ 152ページ〉と定義しているが，

テイコツキーによれば，現代では生活資料は物質的財貨とサービスとからなって

いるのであって，エンゲルスが言う「物質的な生活資料」というのは． 「物質的

な」の方ではなく「生活資料」の方に力点を置いて解釈すべきものである。

JI. I1. TbIKOU:KH此 KBorrpocy O CO[(HaJibH0-3KOHOMWieCKO訪日pHpo,n;eycJiyr. 

<(I13Becnrn AH CCCP, cepm:1 9KOHOMH可ecKan)>1972-1, cTp. 83-84 

一般には，サービス労働は国民所得を生産しないがゆえに，サービスを創造

する賃労働者の賃金を補填するフォンドとサービス業資本家の利潤はサービス

を消費する公衆の所得からの控除をなす，と考えられている。しかしマルクス

は次のように言っているのである。 「このサービスは，公衆の収入から企業者

（サービス業の一一引用者）自身に対して支払われるということは真実であ

る。しかし，このことが，個人的消費にはいってゆくかぎりでのすべての生産

物についてあてはまるということも．それに劣らず真実である」（「学説史」 I・

179ページ）。 メドゥベーデフによれば，ここでのマルクスの考えは，サービス

だけでなくすべての個人的消費物品は所得によって買われるということであっ

て，この点でE部門生産物とサービスは何ら異なることはないのである（19)o彼

によれば，サービス労働者は資本家のために直接に剰余価値を生産し，直接に

サービス業資本の価値増殖に役立つのであるから，サービス部門で機能する資

本は自立的な産業資本であり，産業資本の－特殊部類であることになる（20）。

そして，すべての生産部門におけると同様に，サービス部門の資本もまた二つ

の構成部分（C+V）をもち，サービス労働のための労働用具・労働手段その

他の物的条件はサービスの生産手段にほかならず，社会的生産の第I部門の生

産物によって補填される，ことになる（21)o 

注帥 B.Me江Be,n;eB. TaM )Ke. CTp. 40 

。。 TaM)Ke. cTp. 51 
包D TaM )Ke. cTp. 53 

ソ連邦における最近の生産的労働論争のなかで， 「剰余価値学説史」に依拠し

ながらサービス労働の価値形成的性格を主張したのはベ・コビ、ィゼンコが最初で
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あったが，彼はサービスは価値をもっとしながら，他方でそれの生産手段は素材

的には消費財であり社会的生産の第E部門によって供給されるとしており，この

点で彼の理論は不徹底さを残している。

B. KoBbi)KeHKO. CTOHMOCTb ycJiyr : pe仰 bHOCTbm日中日KUH5I?<(M3H MO)> 

1967-8 

（ニ） 単純再生産とサービス部門

メドゥベーデフは，サービス労働は生産的労働であり社会的総生産に参加し

国民所得を生産するとの立場から， I部門とI部門からなる再生産表式にサー

ビス部門を第三の部門として組み入れて，社会的総資本の再生産の仕組みを解

明する。彼によれば，サービスは消費財であるが物的財貨とは異質のものであ

るから，第E部門とは別の独立した部門として位置づけねばならない（l)o ま

た， 「資本論」がサービス分野を考察外としたのは，この分野が当時いまだ資

本関係に包摂されていなかったこと，それだけの理由によるω。マルクスは

「直接的生産過程の諸結果」のなかで、言っている。 「労働者から分離されそれ

ゆえ彼の外に独立商品として存在するところの生産物には転化せずに，サービ

スとして享受されるだけの労働でありながら，それでもなお資本主義的に搾取

されうる労働は，資本主義的生産の大量に比べれば，全体としてあるかない

かの大きさである。それゆえ，このような労働は全く無視してもよいのであっ

て，ただ，賃労働を考察するときに，同時に生産的労働であるのではない賃労

働の範醸のもとで論ずるだけでよいのであるω」（「諸結果」国民文庫・ 119ページ・

但し部分的には筆者が改訳）。

注（1) B. A. Me.n:Be,ll.eB. 06mecTBeHHOe BOCnpOH380江CTBOH C中epaycJiyr. cTp. 

59 

(3) TaM )Ke. CTp. 23 

(3) K. Marx. Resultate des unmittelbaren Produktionsprozesses. Archiv 
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sozialistischer Literatur 17. Verlag Neue Kritik Frankfurt 1970, S. 70。

なおこの指摘は，「学説史JI・188,208, 522ページにもみられる。

山田喜志夫氏は，サービス部門は商品を生産しないとの立場から表式にサー

ビス部門を明目的に組み入れることに反対し，また，サーピス提供に用いられ

る物的手段はその価値が生産物に移転されることはないのであるから，サービ

ス部門に投下される物的手段は消費財であって生産手段ではない，との見解を

とっている（4）。そのため山田氏においては，社会的再生産におけるサービス部

門の位置づけは，サービス部門で不生産的に消費される消費財（サーピス提供

に必要な物的手段およびサービス部門の労働者・資本家が消費する消費財）を

生産するところのIb部門を設定することによって，その解明がとりくまれる

ことになるωので、あるが，この方法は井村喜代子氏によって， 「消費手段J概

念があまりにも拡張されその内容が不明確になると批判されている（6)0 だが基

本的な問題は，サービス部門がその他の不生産的部門と同列に置かれ，商品を

生産しないとされている点である。

(,1) 他にもとの見解をとる主要文献としては

0 ソ連邦科学院経済学研究所「経済学教科書j第4版・合同出版・第4分冊・975

-976ページ。

o 且.CT. QrrapHH. MHOfOCTBOpHa冗 cxeMaφYHKI.J;HOHHpoBaHH冗 ttapo江ttoro

X035IHCTBa. M. 1965 cTp. 27 

(5) 山田喜志夫「社会的総資本の再生産におけるサービス部門の位置」・「経済研究J
19巻2号

同氏「再生産と国民所得の理論J第4章

(6) 井村喜代子「資本論と日本資本主義分析一一再生産表式論をめぐって」・「思

想JNo.515・195ページ。

井村・北原「日本資本主義の再生産構造分析試論ITJ(3）・「三田学会雑誌」 67

年5月号・ 64ページ。

井村氏は， Sc部分を補填する「サービス部門用財貨生産部門」を設定し，そ

れを第I部門でも第E部門でもない別箇の生産部門として位置づけているが， 乙

の方法は論理的一貫性を欠いたものと言わねばならない。
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メドゥベーデフによる物的生産部門とサービス部門のあいだでの活動の交換

のメカニズムの解明を以下にみてゆこう。分析を明快にするため，単純再生産

の条件のもとでの実現過程の考察から始めねばならない。彼は単純再生産の表

式を次のように設定する（7）口

物質的生産部門の構成は

I) 4800C+ 1200V+ 1200M-=7200 

][ ) 2000C+ 500V + 500乱tl-=3000 

サービス部門の構成は

S) 400C十100V+ lOOM-=600 

物質的生産のI部門と E部門のあいだの交換は，マルクスの表式における部

門間相互補填の秩序I(V+M）ζ＝ ][ Cによって遂行される。ここの表式で
はI( 1000V + 1000M）と］［2000Cとが相互に交換される。

I部門の残りの（200V+ 200M）はサービス部門の生産手段を補填せねばな

らず，他方でサービス部門はI部門の資本家と労働者にサービスを提供せねば

ならない（8）。この交換は次のように行われる。

I部門の労働者の賃金のうちE部門消費財への支出をこえる部分CI,200V) 

はサービスへの支払いに向けられる。彼へのサーピスの販売によって受けとる

貨幣でS部門の資本家はI部門の資本家から必要な生産手段を買う。こうして

S部門の生産手段の半分が補填され，同時に貨幣はI部門の資本家のもとへ還

流する。 I,ZOOMは量的にはS部門の不変資本部分の半分に照応する。 I部門

の資本家が貨幣を流通に前貸するものとすれば，すなわち彼が200の額の貨幣

をサービスへの支払いに支出するものとすれば， S部門の資本家は受けとった

貨幣で生産手段I,ZOOMを買う。こうして I部門生産物の実現は終了し，同時

にS部門はサービス販売によって得た貨幣で必、要な生産手段400を補填する。

][ (500V+500M）は次のように実現される。この部門の資本家と労働者が

E部門消費財の購入に400V十400Mを支出するものとする。 E部門の労働者は

労賃の残り lOOVをサービスへの支払いに用いる。 S部門の資本家は受けとっ
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た貨幣を自分の労働者の賃金支払に用いる口 S部門の労働者は受けとった賃金

をE部門消費財に支出し，このことによってI部門の資本家は彼の可変資本の

一部（]I,100V）を貨幣の形でとりもどす。こうして E部門生産物の残存部分

のうち半分は実現される。あとの半分もまたS部門で消費されねばならず，サ

ービスとの交換において， S部門の資本家によって消費されるω。

I • 1I・S，三部門間での交換の住組みを以上のように解明したあとで，メ

ドゥベーデフはこれら三部門聞の補填関係の図示を試みているが（10), 以上の

分析ではS部門内部での活動の交換が無視されている。 S部門の労働者と資本

家がそれぞれ 5: 1の割合で物的消費財とサービスに支出するとすれば， s 

(20V+20M）がサービス需要に追加され， S部門は， 400C十120V+120M= 

640を提供せねばならないであろう。

物質的生産の I・ TI部門およびS部門のあいだの補填関係はく図 I）のよう

に描くことができる。賃金のうちE部門生産物に支出される部分を VP, サー

ビスへの支払いに向けられる部分を Vs，剰余価値のうち前者に支出される部分

をMp，後者に支出される部分をMs，と表わす。さらに，メドゥベーデフの数

例ではE部門の VP: Vs, MP : Msの比率は4 : 1となっており， I • s部門

のそれと一致していないので， E部門生産物の構成を 2000C+600V十600M=

3200に修正して， E部門の VP: Vs, MP ・ Msの比率を I• s部門と同様5: 

lにする必要がある。

l図

I. lOOOVp+ lOOOMp ＋ 200Vs十200Ms = 7200 

n. 500Vp+500Mp ＋ IOOVs十lOOMs = 3200 

s. ＋ IOOVp+ IOOMp ＋ 20Vs+20Ms ヰ 640

一般的には I (Vp十Mp)= 1I C, I (Vs+M:s) =Sc, II (Vs+Ms) = 

s (VP十Mp)'
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この交換の結果として，物質的生産の両部門とサービス部門において，前

年度の水準での生産の更新のための物質的前提がっくりだされる。サービス

部門の発展水準はあきらかに物的生産の両部門がサービス部門に提供しうる

生産手段と消費財の分量に依存しており， ここにサービス部門にたいする

物的生産部門の規定的役割が現われている。さらにサービス部門の発展水準

は，物的生産部門の労働者と資本家の所得のうちどれだけの割合がサーピ、スへ

支出されるかということにも依存しており，その割合の増大のためには物的消

費財の価値低下すなわちE部門の労働生産性上昇が必要であることは言うまで

もない（1l)o 

注（7) B. Me,ll.Be江田． TaM 2Ke. cTp. 60 

(8) ベ・ソーボリおよび川上正道氏が作成した表式では．労働者もサービスに対し

て支出する点が考慮されていない。

o B. A. Co6oJib. QqepKH no BonpocaM BaJiattca ttapo,L1.ttoro xo3冗員CTBO. M. 

1960 CTp. 117 

0 川上正道「拡大再生産表式と国民所得・産業連関表との関連」・「土地制度史学」

21号

(9) B. Me,L1.Be,L1.eB. TaM 2Ke. cTp. 61-62 

(10) TaM 2Ke. cTp . 63 

(11) TaM )I{e. cTp. 64-65 

つづいて， I • IT・S三部門聞の転態が貨幣流通によってし、かに媒介される

かが問題となる。メドゥベーデフは次のように考えている。

物質的生産の両部門は同時に商品の売り手および貨幣運動の出発点として登

場するが，サービス部門はまず売り手としてのみ登場ししかるのちにはじめて

買い手として登場する可能性を持つれの。物的生産部門の生産物は物質に対象化

されており，その生産者から切り離された形で、存在するが，サービス部門の活

動の結果はその生産者および生産と切り離された形で、は存在せず，生産過程で

直接に実現されるのであるから，物的生産分野とサーピス部門との交換におい

ては，貨幣運動の出発点したがってまた復帰点となりうるのは物的生産部門の

みである（13)o
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「流通に貨幣を前貸する商品生産者のもとには商品流通の経過が正常ならば

その貨幣が帰ってくる」 （「資本論」第2巻・5偲ページ〉とし、う貨幣運動の「一般

法則」の作用は，ここで、は，貨幣は物的生産部門によってのみ前貸されるとい

う特殊性をもっ口 I部門の労働者へのサーピス提供によって受けとる 200の貨

幣をS部門の資本家はI部門の資本家から生産手段を買うために用し、，この貨

幣はその出発点 CI部門の資本家）へ還流する。 E部門の労働者へのサーピス

提供によって得られる貨幣 100でS部門の資本家は自分の労働者の賃金を支払

う。この賃金支払は，サービスの生産と実現が時間的に一致するがゆえに，前

貸フォンドからなされるのではなく， S部門の労働者自身が彼の生産過程すな

わち実現過程によって創造するフォンドから直接なされる。この貨幣でS部門

の労働者はE部門の資本家から生活手段を買い，こうしてE部門の資本家によ

って前貸された貨幣 100はその出発点へ還流する。物的生産部門の可変資本部

分と S部門との交換においては，物的生産部門の資本家による労働者への賃金

支払によって貨幣運動が始まり，転態の終了によって I部門とE部門の資本家

の手もとにこの貨幣が還流するのである（14）。

物的生産部門の剰余価値部分とサービス部門との交換においても同様であ

る。 I部門とE部門の資本家がサービスへの支払いのため貨幣を流通に前貸す

ることによって貨幣の運動が始まり， S部門の資本家は受けとった貨幣を物的

生産部門から生産手段と消費財を購入するために用い，貨幣は物的生産部門の

資本家のもとに還流する（15）口 以上みたように，サービス分野の資本主義的組

織化によって，貨幣流通の水路はさらに複雑となるのであって，貨幣は流通に

投下されてから出発点へ復帰するまでに交換行為のより多くの量の媒介を遂行

せねばならなくなる。

注（12) B. Me.llBe,lleB. TaM )Ke. cTp. 66 

(13) TaM )Ke. cTp. 71 

(14) TaM )Ke. cTp. 68-70 

(15) TaM )Ke. cTp. 70-71 
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（三） 拡大再生産とサービス部門

前節にみたサービス部門を組み入れた形での単純再生産過程の表式分析によ

って．社会的再生産にしめるサービス部門の位置が明らかにされたのである

が，さらに現代におけるサービス部門肥大化の意義を解明するためには， I • 

E・Sの三部門より構成される拡大再生産過程の表式分析が必要となる。サー

ビスは実際，けっしてそれ自体としては蓄積されないし貯備を残さなし、。だが

貯備の創造は経済学的な意、味での蓄積とは何の関係もない。経済学的な意味で

の蓄積とは剰余価値の資本への転化であって，この観点からすればサーピス部

門も物的生産部門も何ら事情は変わらないω口

メドゥベーデフはサービス部門を含む拡大再生産過程の分析にさいし次の前

提から出発する口物的生産部門の資本家と労働者が一人当り消費する物的財貨

の分量は物量としては不変であるとの前提。物的生産の両部門の生産物の価格

は労働生産性の向上に対応してたえず、低下するとしづ前提。さらに，サービス

部門内部での交換は，部門聞の転態の解明とは無関係であり考察を複雑にする

だけである，との理由で考慮外に置かれる（2）。

拡大再生産のための出発表式は次のように設定される D

I . 4800C + 2 400V十2400M=9600

Il . 3600C + 1800V十1800:t¥在＝7200

S. 900C十450V十450M=1800 

I CV十M）部分はE部門と S部門の生産手段を補填せねばならない。 IC 1900 

V十1700M）が］［.3600Cと交換され，さらにI(500V +400M）がS.900Cと

交換されるとする。 I部門では残りの300Mが蓄積に向けられるa ][ CV十M)

は部門内部と S部門で実現される。 Il( 1400V十1375M）が部門内部で消費さ

れ， ][ ( 400V +400M）がS (450V十350M）と交換され， 残りの］［25Mが蓄

積に向けられるとする。 S部門では残りの 100Mが不変資本蓄積に向けられ，

またこれに対応して50Mが可変資本蓄積に向けられねばならない。

それでは蓄積はし、かに遂行されるか？
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I部門の蓄積部分300Mの構成は 175M (C) + 125 M (V）であるとし， I 

部門の労働生産性の上昇を反映して，次年度以降でも I部門の M (V) 額は

125と一定であり， M (C）が増加してゆくものとする。さらに，労働生産性の

上昇によって物的消費財の価値は低下ししかも個々の労働者が買う物的財貨の

分量は物量としては不変であると前提されているから， I部門労働者の消費の

うちサービスの占める割合が増加してゆくのであって， 125M(V）のうち25が

E部門生産物へ・100がサービスへの支払いに向けられるとすることができる。

こうして， I部門の蓄積の目的で変えられた配列は

I . 4800C + 1900V p十ラOOV8十1700Mp+400M8+175(C)+2ラM(Vp)

十100M(V8），となる。

労働生産性の上昇および消費に占めるI部門生産物の比重の相対的低下を反

映して， E部門では蓄積部分25Mはすべて不変資本の蓄積に向けられ，次年度

以降でも可変資本の蓄積は行われなし、ものとする。］［25M(C）は

I. 25M(Vp）と交換され追加的生産手段に転化される。 E部門の蓄積の目的

で変えられた配列は，

][. 3600C十1400Vp+400V8十1375Mri-400M8十25M(C), である。

S部門の残りの 100MはI. 100M(V8）と交換され，追加的生産手段に転化

される。また，消費財に転化されている S.350Mのうち50は追加的可変資本

となる。 S部門の蓄積のための配列は，

S. 900C+450Vp+300Mp+ 100M (C)+50M (Vp），である（3）。

以上のような三部門間の補填関係はく図］［）のように描ける。大角枠の部分

は単純再生産の範囲を示し，その外の部分は蓄積部分を示す。

2図

I. 

II. 

s. 
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ここでは， S部門の資本家が3ラOMでE部門消費財を買い，このうち50を可

変資本蓄積（追加的労働者の雇用）に向ける，とされているωが，これは， S

部門のM (V）に対応すべきE部門の M (V）が存在しないことから，こうい

う想定をとらざるをえなくなったので、あろう。しかし， S部門での可変資本蓄

積はまず貨幣形態でなされねばならないのであって，メドゥベーデフによるこ

の対応は問題の解決にならない。 S部門で50の可変資本蓄積が行われることに

よってサービス業資本家の個人的消費は 350から 300に減少ししたがってE

部門消費財に50の売れ残りが生じ，この部分と S部門の 50M(Vp）が交換さ

れねばならない，ととらえるべきであろう。こうして，二部門分割の拡大再生

産表式における M (V）部分の売れ残りの問題と同様の問題が生ずるのである

が，この問題もそれと同様に， 「金生産部門の導入」・「今年度の労働者は前年

度末に賃金を支払われ消費財を購入して労働力を再生産して今年度機能する」

という想定，あるいは「商品取扱資本の導入」によって解決可能となろうω。

これらいづれの方法によっても， E部門生産物の売れ残り50は実現され貨幣に

転化され， E部門の資本家はこの貨幣でS. 50M (V）を買い， II• S両部門

の実現は完了する。 S部門の資本家は受けとった貨幣50を可変資本蓄積に向け

る。

注（1) B. Me,ZJ.se江es. 06IIleCTBeHHOe BOCI1pOH3BO江CTBOH cφepa ycJiyr. M, 1968 

CTp. 77 

(Z) TaM )Ke. crp. 79 

(3) TaM )Ke. crp. 80-82 

(4) TaM )Ke. crp. 82 

(5) M(v）部分の売れ残りの問題についてのこの三つの解決方法はj頃に次のなかに

みられる。

0 高木幸二郎「恐慌・再生産・貨幣制度」 10ト 113ページ。

0 山田喜志夫「再生産と国民所得の理論」 102ページ。

0 高須賀義博「再生産表式分析J80-81ページ。

以上のように三部門間での交換が終了して，二年度の始めには各部門は次の

ような資本構成で出発する。
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(C部分は生産手段・V部分は）
貨幣の形態をとる

剰余価値率を 100o/oとすれば，二年度の終わりには各部門の生産物は

I. 4975C十252ラV+2525乱1=1002ラ

:rr. 3625C+ 1800V十1800M=7225 
S. lOOOC十 500V+ 500M = 2000 となる。

労働生産性の上昇によって物的生産物の価格は低下しまた消費される物的

財貨の物量は一定と前提されているから，いまやE部門労働者の消費構造は

1350Vp十450Vsに， E部門資本家の消費構造も 1325Mp+450Mskこ，変化し，

E部門によるサービスの購買は 100増加する。 :rr.25Mは第一年度と同じく不
変資本蓄積に向けられる o :rr. 3625CはI( 1925V + 1700M）と交換される。
I (600V十400M）はS. lOOOCと交換され，残りの I.425Mが蓄積されその

構成は 300M(C）十25M(Vp）十lOOM(Vs）とする。蓄積部分のこの構成は労

働生産性向上および消費に占めるサービスの比重の増加を示す。 S部門では一

般に労働生産性の向上は困難であるから，前年と同様 150Mが蓄積されその構

成は 100M(C）十50M(Vp）とするω。三部門聞の補填関係は次のとおり。

3図

II. 

s. 

新たな資本構成で生産が行われ，剰余価値率＝100 o/oとすれば，第三年度の

生産物は

I. 5275C十2650V+2650M=10575 

:rr. 3650C十1800V+ 1800M= 7250 
S. 1 lOOC+ 550V ＋ラ501¥在＝ 2200 である。
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I部門ではラ50Mが蓄積に向けられ，その構成は 425M(C)+25M(Vp)+100 

M (Vs）とする。 E部門では25Mが不変資本蓄積に向けられ， E部門のサービ

ス消費が100増加するものとする。 S部門では蓄積はこれまでと同じ態様で行

われるものとする。三部門間の補填関係は次のようになる。

4図

I. 

II. 

s. 

メドゥベーデフは表式分析を第三年度で打ちきっているが，本稿ではより明

快な結論を得るために，分析を第四年度まで継続する u 第三年度の実現が終っ

て三部門は新たな資本構成をもって生産を行う。剰余価値率 100o/oとすれば，

第四年度の生産物は

J. 5700C+2775V十277ラMロ 11250

JI. 3675C+ 1800V + 1800M= 7275 

S. 1200C+ 600V + 600M= 2400 である。

三部門の蓄積がこれまでと同じ態様で行われ， E部門のサービス消費が 100

増加するものとすれば，補填関係は次のようになる。

5図
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我々は拡大再生産表式をさらに継続させることができるが，ここでは，サー

ビス部門が大きく成長する条件のもとでの拡大再生産の特殊性を認識すること

で十分である。サービス部門の成長がE部門の成長を追いこすことを推測する

のは困難ではない。我々の例ではE部門生産物の価値量は毎年2ラづっ増加する

が，サービスは毎年200づっ増加している。さらに，物的生産部門の可変資本

(IV+ TIV）は， 4200-4325-4450-4575と毎年3%ふえるが， S部門の可

変資本S.Vは450ーラ00-550--600と増加し増加率は年度順に11o/o, 10%, 9 

%である。両部門の可変資本の比率（IV十 EV /S. V) をとれば，第一年度は

9. 3: 1であったのが，二年度は8.6: 1，三年度は8.1 : 1，四年度は7.6:1 

で、あって，これはS部門の雇用が物的生産部門の雇用よりも急速に増大するこ

とを示している（7）。

以上にみてきたメドゥベーデフによる拡大再生産過程の表式分析は，サービ

ス部門内部での交換を捨象しており，また消費に占める物的消費財とサービス

の割合が部門毎に若干異なっているため，一定の補正を加える必要があると思

われるが，そのばあいでも得られる結論は基本的には同じものであろう。

注（6) B. Me,ZJ.Be,ZJ.eB. TaM JKe. CTp. 83-84 

(7) TaM )Ke. cTp. 86-87 

（四） サービス部門の成長と市場

つづいてメドゥベーデフは，サービス部門の成長が物質的生産の両部門に及

ぼす影響を検討している。 S部門においてV部分が増加すればS部門の成長は

E部門のいっそうの拡大を必要とし， C部分が増加すればI部門のいっそうの

拡大が必要となる。だがS部門の成長と物的生産部門との関連はそれだけでは

ない。 E部門の労働生産性が低くその生産物が高価であれば， I部門とE部門

の労働者の賃金はほとんどがE部門消費財へ支出されサーピ、スへの支出は‘わず、
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かとなり，このことによってS部門がI部門から購入する生産手段とE部門か

ら購入する消費財の量は制限され，したがってS部門の拡大は制約される口こ

うして， S部門の成長のためにはE部門生産物（物的消費財）の価値低下が必要

であるが，その前提としてまずE部門用生産手段の価値低下が必要である（1)。

我々は前節での拡大再生産過程の表式分析から，社会的総生産物とその個々

の部分の動態をみることができる〈表 1) C表2) (2）。

:1~11耳目：：1t~j；：完~l価値J初す比

：／~；百イ~；「~価値h比
E部門生産物およびそれの構成部分の動態に注目してみよう〈表2）。物的

生産部門のための生産は価値量では第一年度の 6400が第四年度には6175へと

3. 5%縮小し，とりわけE部門向けは2775から2475へと10.8%縮小している。こ

の事情は，拡大再生産の正常な進行のなかで労働生産性の上昇により，物的生

産部門とりわけI部門における雇用量が相対的に縮小したことを示している。



-120ー 再生産とサービス部門

他方でS部門用の生産手段と消費財の増加テンポは極めて高く，前者は第一年

度1000から第四年度には1300へと30%増加し C表I〕，後者はイ800から1'100へ

と37.5%増加する〈表2）。これはサーピス部門の急速な拡大テンポを示す。

生産力の発展・消費構造の高度化によって，サービス部門はI部門と E部門

の生産物のほとんどすべてを吸収するようになると考えられるかもしれない

が，しかしこれは不可能な事である。第一に， S部門のための生産手段の生産

はI部門の生産全体を占めることはできない，前者は後者の一部であり，後者

の発展においてのみ増加しうる。 〈表 1）でみると， S部門用生産手段生産の

成長テンポは毎年10%であるが， I部門用生産手段の生産は資本の有機的構成

高度化とともに成長テンポが加速化する。こうして，両者の成長率の接近が進

行する。第二に， E部門生産物についても次のように考えられる。 E部門の所

得のうちサーピスへ支出される分量は，①］［ (V+M）の絶対量②消費に占め

るサービスの比重，によって定まり，後者の比重の増大のためにはE部門の労

働生産性の上昇が必要である。だが，労働生産性の上昇は同時に資本の有機的

構成の高度化であり，そのことによって］［ CV十M）が絶対的にも縮小するな

らば，サービス消費の増加は制約される。すで、にみたように］［ (V8+Ms）ロS

(Vp+Mp）であるから，このことはI部門生産物の販路に占めるサーピス部

門の比重の増大を制約する（3）。

サービス部門を捨象した条件のもとで蓄積水準高度化を可能ならしめる要因

は， S部門成長の条件のもとではその作用をいっそう強める。第I部門の優先
的発展はI部門の成長のみならずS部門の急速な成長のためにも必要となるo

I部門生産物は第四年度には初年度比101.0%となるが， I部門生産物は117.3

%となり，とりわけI部門用生産手段は125.6%となっている〈表1）（表2）。

蓄積の大きさはいかなる場合も剰余価値の絶対量に依存しており，したがって

蓄積の増大のためにはE部門の労働生産性を高め，労働力の価値を低下させ相

対的剰余価値を増加させることが必要である。さらに，サービス部門の成長の

ためには消費にしめるサービスの比重の増大が必要で、あるが，このことはE部

門生産物の価値低下すなわちI部門の労働生産性の向上によって可能となる。
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こうして，サービス部門成長の条件のもとでの蓄積の増大はE部門の労働生産

性向上の二乗の必然性をもたらす。そしてI部門の労働生産性向上のためには

E部門用生産手段の価値低下が必要であるω。メドゥベーデフは，農業はE部門

消費財と E部門用原料の主要な供給者であるがゆえに，農業生産における労働

生産性向上はサービス部門拡大の重要な前提となると考えて，農業における労

働生産性の向上すなわち農業人口の縮小とサービス部門拡大との直接的結びつ

きを実証するために，農業人口とサーピス業人口との対応関係を先進国と後進

国について対比させている（5）。

これまでの考察から，サービス部門の成長は一定程度資本主義経済の市場を

拡大しうることが，確認できる。しかしそれは，無限の市場拡大の条件をつく

りだし資本主義経済に内在的な生産と消費の矛盾を取り除くものではない。サ

ービス部門が市場を拡大させるのは，サービスが労働者と資本家の消費へ添加

されるかぎりでのことである（6）。さらに，サービス部門は市場の性格の質的な

変化をもたらす。サービス部門は物的生産物の使用に基づいて機能するがそれ

自体は物質的財貨の創造には参加しない。したがって物質的等価物の還流なし

にサーピ、ス部門へは物的生産部門から商品が引き寄せられる。サービスへの所

得の支出が増加すれば，それだけ還流しない物質的財貨の流出が増加する。最後

に，サービス部門が実現の水路を拡大する一定の手段となる若干の事情を銘記

せねばならない。第一に，物質的財貨に対する需要の増加は常に一定の限界を

持っているが，サービスに対する需要は無限に拡大されうる。第二に，サービ

スの創出過程は同時にそれの消費過程で、あり，実現の閤難がない。さらに，サ

ービス部門の成長は商品市場を拡大するだけでなく労働の投下部面をも拡大す

る（7)o

注（1) B. A. Me,lLBe,lLeB. 06w:ec'rBeHHOe BOCnpOH3BO江CTBOH C中epaycJiyr. cTp. 

93-95 

(2) TaM )Ke. CTp. 96-97 

(3) TaM )Ke. CTp. 100-101 

(4) TaM )Ke. CTp. 102-103 
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(5) TaM双e.CTp. 107-108 

(6) サービス分野拡大のなかに資本主義の矛盾の解決を見出そうとする見解の典型

としてフーラスチェの理論がある。彼によれば，技術進歩は農業・工業において

不安定性・失業・過剰生産を生みだすが， 「第三セクター」は技術進歩の存在し

ない技術的不変性の避難所であるので，過剰人口・過剰商品を吸収する。

J. Fourastie. Le grand espoir du XXe siecle. Paris, 1958 

(7) B. Me,lI.Be.lleB. TaM )Ke. CTp. 110ー112

フックスは戦後合衆国のサービス分野の実証分析をとおして．サービス産業は

財貨部門とくらべると雇用と産出にかんし景気変動に対してより安定的である，

と結論している。

Victor R. Fuchs, The service economy. NBER, New York l鉛8.

＜結＞

メドゥベーデフの理論の特異性は，サービス労働を商業労働から区別して生

産的労働とみなす点にある。彼は，物質に対象化された労働のみが価値性格を

取得するとし、う伝統的見解に反対し，価値を社会的労働関係としてとらえ，こ

の観点からサービス労働も価値を創造すると主張する。このさい彼は「剰余価

値学説史」第四章「生産的および不生産的労働にかんする諸学説」におけるマ

ルクスの叙述に主として依拠しているのであるが，この手法はわが国でも若干

の人々がとっているものであるω口 「学説史Jにみられる「サービスも価値を

持つJとし、う規定は，正統派的観点からするならば，スミスの生産的労働論に

おける歴史的形態規定の欠落を徹底的に批判するあまり必要かつ十分な説明の

ワクをこえるかにみえる叙述がなされたものである（2），という形で受けとめざ

るをえないであろう。

さらにメドゥベーデフは「全体労働者」概念の拡大解釈によって，本源的規

定における生産的労働の範囲をサービス労働へまで拡大するのであるが，この

見解は当然にも， 「物質的生産と精神的活動の相違を無視し，人間生活におけ

る物質的生産の第一義的役割に疑念を持つことである。」（エム・ソロトコフ，
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エリ・クリロフω）との批判を受けることになる。ただし彼は，表式分析にお

いてはサービス部門を物的生産部門から区別して第三の部門として位置づける

ことによって，実質的には物質的生産活動とサービス労働を区別しているωロ

そして l•Il•S の三部門から構成される表式分析をとおして，社会的再生産

におけるサービス部門の位置が解明され，また，サービス部門成長の条件とそ

の意義が明らかにされている。

マクロ的見地における価値論である再生産論次元での修正的労働価値説の貫

徹によって得られた結論は，物的生産分野における労働生産性向上を基礎とし

てサービス部門の成長が進行すること，また，サービス部門の成長は第I部門の

優先的発展とともに進行すること，であったD この結論は，伝統的労働価値説

の立場から首尾一貫した分析を行なっている山田喜志夫氏の結論に対する鮮か

な対照をなすものである。サービス部門の「不変資本部分」は社会的生産の第E

部門によって補填されるとする氏の立場からすれば，サービス部門の肥大化は

第E部門での蓄積の相対的増加を必然、ならしめ，このことは，第I部門への蓄

積配分率を低下せしめ，結局は拡大再生産のテγポを低下せしめるのであるω。

「資本論」はサービス分野を分析の対象外としており，その問題についての

見解が分散的・断片的に（教育労働・運輸労働について）示されているにすぎ

ないのであり，我々は生産的労働論の全面的な検討をとおしてサービス部門を

把握するための理論的規準を析出せねばならなし、。マルクスの生産的労働論

は， 「経済学批判・序説」の前半における「生産一般jの規定から出発し，ス

ミスの批判と克服をとおして「剰余価値学説史Jで確立され，さらに「直接的

生産過程の諸結果」をへて「資本論」における定式化へと深化してゆく。この

発展過程の検討がまずとりくむべき課題となろう。

伝統的見解においては，生産的労働の概念は本源的規定と歴史的規定の二重

規定においてとらえられる。他方で修正的見解においては，本源的規定は無視

され歴史的規定が前面に押し出される。だが生産的労働のこの二つの規定が，

「一つの概念を構成する二つの側面」なのか，あるいは「それぞれ独立の二つ

の概念」なのか，ということ自体即断は不可能であろうと思われる。古典にお

けるマルクスの生産的労働の規定は，それだけをとりだしてみるならば，多義
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的に解釈しうる形をとっており，その正確な把握のためにはそれをマルクスの

経済学説の体系のなかに位置づけて検討することが必要である。そしてこの体

系的な検討の基軸となるものは，生産的労働論の生成・発展過程の綿密な分析

である。

注（1）典型的には，赤堀邦雄「価値論と生産的労働」。

赤堀氏の著書では，伝統的労働価値説（氏によれば物神崇拝の物財価値説）に

対する批判が徹底的かっ詳細に展開されているが，氏による労働価値説の新解釈

が現代資本主義の経済構造把握においていかなる積極性・有効性をもってくるか

は，明らかにされていない。また氏による伝統的労働価値説批判には若干の誤解

がみちれる。

(2) 西川清治「国民所得といわゆるサービス労働」・「経済学雑誌」 50巻2・3号。

遊部久蔵「労働価値論史研究」 118ページにも同様の見方が示されている。

(3) M. B. CoJio江KOB，刀.C. KpbIJIOB. KareropH兄 npoH3B0,l{HTeJibH0f0rpy江a

B 9KOHOMHqecKOM y可eHHHK. MapKca.くBecrttnKMfY. 9KOHOMHKa)> 1971 

-1, CTp. 21 

(4) 生産的労働の本源的規定を経済学とは本来無関係であるとする赤堀邦雄氏は，

サービス生産部門を第E部門の亜部門Il¥b）として再生産表式にくみいれている。

（同氏・前掲書・第11章）。

(5) 山田喜志夫「再生産と国民所得の理論」 132-134ページ。

〔追記〕

（肌年開成稿）
1972年9月補筆

本稿で「サービス部門」と呼んだものは非物質的形態の消費手段を提供する部門・具体

的には教育・医療・交通・レジャーその他日常生活サービス部門のことである。赤堀氏の

著書「価値論と生産的労働」は，サービス労働を商業労働から区別してその価値形成的性

格を主張した体系的な著書としては我が国では最初のものであるが，同時に多くの問題点

を含んでいる。乙の点については次稿で検討を加える。

なお，ソ連での60年代後半からの生産的労働・サービス論争においても，サービスは価

値をもつか否かが論争の中心点であり，やはり「学説史J／とみられる生産的労働の規定の

解釈が重要な問題点となっている。ソビエト経済学界で展開されている生産的労働論争に

ついては，労働価値説におけるサービス労働の位置づ、けの問題を中心として，次の拙稿で

紹介・検討する。

o生産的労働論における商業労働とサービス労働

一一ソ連邦における最近の論争について一一

森下二次也編「体系・商業経済学」 （ミネlレパ書房〉に収録予定。




